
１．平成１７～２３年度修了者数比較
平成２４年６月１３日現在

※ (　)内は既修、未修ごとの入学者のうち修了者の割合

369 4,910
(80.0%) (73.0%) (91.5%)

合　計
4,541 2,569 1,972

1,238
258 3,244

(79.5%) (72.8%) (91.6%)

75
4 114

(85.9%) (77.8%) (90.4%)

659
107 1,552

(80.7%) (73.5%) (91.4%)

平成19年度

国　立
1,445 786

公　立
110 35

私　立
2,986 1,748

35 4,418
(80.6%) (75.1%) (90.0%)

合　計
4,383 2,564 1,819

1,109
19 2,915

(79.8%) (74.6%) (89.8%)

82
1 132

(92.9%) (86.0%) (97.6%)

628
15 1,371

(81.4%) (75.5%) (89.5%)

平成18年度

国　立
1,356 728

公　立
131 49

私　立
2,896 1,787

- 2,176
(92.6%) - (92.6%)

合　計
2,176 - 2,176

1,445
- 1,445

(94.0%) - (94.0%)

68
- 68

(89.5%) - (89.5%)

663
- 663

(90.0%) - (90.0%)

平成17年度

国　立
663 -

公　立
68 -

私　立
1,445 -

法科大学院修了認定状況の推移（平成１７年度～平成２３年度）

区　分
標準修業年限

修了者

その他
（原級留置
・休学等）

合　計うち法学未修者
(３年コース)

うち法学既修者
(２年コース)

平成20年度

国　立
1,515 783

公　立
116 43

私　立
2,906 1,715

732
162 1,677

(80.8%) (71.2%) (94.5%)

73
2 118

(84.7%) (81.1%) (86.9%)

1,191
293 3,199

(77.3%) (69.4%) (92.5%)

合　計
4,537 2,541 1,996

457 4,994
(78.6%) (70.1%) (93.0%)

平成21年度

国　立
1,398 686

公　立
128 51

私　立
2,737 1,655

712
183 1,581

(79.3%) (67.5%) (95.4%)

77
8 136

(91.4%) (87.9%) (93.9%)

1,082
338 3,075

(73.7%) (66.5%) (88.5%)

合　計
4,263 2,392 1,871

529 4,792
(75.9%) (67.1%) (91.2%)
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※ (　)内は既修、未修ごとの入学者のうち修了者の割合

(参考) 平成１６年度法学既修者入学者数　 2,350 人（国立：  737人　公立：76人　私立：1,537人）

平成１６年度法学未修者入学者数　 3,416 人（国立：  964人　公立：57人　私立：2,395人）

平成１７年度法学既修者入学者数　 2,021 人（国立：  702人　公立：84人　私立：1,235人）

平成１７年度法学未修者入学者数　 3,517 人（国立：1,070人　公立：45人　私立：2,402人）

平成１８年度法学既修者入学者数　 2,156 人（国立：  721人　公立：83人　私立：1,352人）

平成１８年度法学未修者入学者数　 3,625 人（国立：1,100人　公立：53人　私立：2,472人）

平成１９年度法学既修者入学者数　 2,147 人（国立：  775人　公立：84人　私立：1,288人）

平成１９年度法学未修者入学者数　 3,563 人（国立：1,016人　公立：58人　私立：2,489人）

平成２０年度法学既修者入学者数　 2,051 人（国立：  746人　公立：82人　私立：1,223人）

平成２０年度法学未修者入学者数　 3,346 人（国立：  979人　公立：54人　私立：2,313人）

平成２１年度法学既修者入学者数　 1,998 人（国立：  738人　公立：80人　私立：1,180人）

平成２１年度法学未修者入学者数　 2,842 人（国立：  864人　公立：57人　私立：1,921人）

平成２２年度法学既修者入学者数　 1,906 人（国立：  686人　公立：73人　私立：1,147人）

　※ 入学者数は、各年度の修了認定状況調査の結果による

平成22年度

国　立
1,363 668

公　立
116 43

私　立
2,452 1,430

695
160 1,523

(79.4%) (68.2%) (94.2%)
73

5 121
(86.6%) (79.6%) (91.3%)

1,022
439 2,891

(70.2%) (61.8%) (86.5%)

合　計
3,931 2,141 1,790

604 4,535
(73.6%) (64.0%) (89.6%)

区　分
標準修業年限

修了者

その他
（原級留置
・休学等）

合　計うち法学未修者
(３年コース)

うち法学既修者
(２年コース)

平成23年度

国　立
1,142 524

公　立
105 33

私　立
2,016 1,056

618
192 1,334

(73.7%) (60.6%) (90.1%)
72

5 110
(80.8%) (57.9%) (98.6%)

960
477 2,493

(65.7%) (55.0%) (83.7%)

合　計
3,263 1,613 1,650

674 3,937
(68.7%) (56.8%) (86.6%)
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２．修了しなかった者の事由
平成２４年６月１３日現在

74

(100%)

8

(100%)

92

(100%)

174

(100%)

310

(100%)

10

(100%)

734

(100%)

1,054

(100%)

342

(100%)

18

(100%)

768

(100%)

1,132

(100%)

360

(100%)

21

(100%)

855

(100%)

1,235

(100%)

364

(100%)

12

(100%)

975

(100%)

1,351

(100%)

※ (　)内は、各設置者別の合計に対する割合である。

57

(67.2%) (51.7%) (15.5%) (32.8%)
合　計

117 90 27

21 28

(69.6%) (46.8%) (22.8%) (30.4%)

1 2

(75.0%) (62.5%) (12.5%) (25.0%)

5 27

(63.5%) (56.8%) (6.7%) (36.5%)

平成17年度

国　立
47 42

公　立
6 5

私　立
64 43

683

(39.7%) (5.4%) (34.3%) (60.3%)
合　計

449 61 388

282 455

(40.8%) (4.1%) (36.8%) (59.2%)

8 5

(72.2%) (27.8%) (44.4%) (27.8%)

98 223

(35.5%) (7.2%) (28.3%) (64.5%)

平成19年度

国　立
123 25

公　立
13 5

私　立
313 31

620

(41.2%) (6.8%) (34.3%) (58.8%)
合　計

434 72 362

282 417

(43.2%) (4.8%) (38.4%) (56.8%)

3 6

(40.0%) (10.0%) (30.0%) (60.0%)

77 197

(36.5%) (11.1%) (24.8%) (63.5%)

平成18年度

国　立
113 36

公　立
4 1

私　立
317 35

区  分 退 学
その他

（原級留置
・休学等）

合　計うち旧司法
試験合格者

うち左記以外

平成20年度

国　立
111 10

公　立
13 7

私　立
377 21

101 249

(30.8%) (2.8%) (28.1%) (69.2%)

6 8

(61.9%) (33.3%) (28.6%) (38.1%)

357 477

(44.1%) (2.5%) (41.8%) (55.8%)

合　計
501 38 464 734

(40.6%) (3.1%) (37.5%) (59.4%)

平成21年度

国　立
117 9

公　立
5 2

私　立

(16.7%)

合　計

(58.3%)

108 247

(67.9%)

7

413 551

(43.5%) (1.1%) (42.4%) (56.5%)

424 11

807

(40.3%) (1.6%) (38.8%) (59.7%)

546 22 524

(41.7%)

(32.1%) (2.5%) (29.6%)

3

(25.0%)
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354

(100%)

18

(100%)

1,041

(100%)

1,413

(100%)

408

(100%)

25

(100%)

1,052

(100%)

1,485

(100%)

※ (　)内は、各設置者別の合計に対する割合である。

平成22年度

国　立
102 6

公　立
10 3

私　立
431 4

96 252

(28.8%) (1.7%) (27.1%) (71.2%)

7 8

(55.6%) (16.7%) (38.9%) (44.4%)

427 610

(41.4%) (0.4%) (41.0%) (58.6%)

合　計
543 13 530 870

(38.4%) (0.9%) (37.5%) (61.6%)

区  分 退 学
その他

（原級留置
・休学等）

合　計うち旧司法
試験合格者

うち左記以外

平成23年度

国　立
169 12

公　立
10 0

私　立
487 3

157 239

(41.4%) (2.9%) (38.5%) (58.6%)

10 15

(40.0%) (0.0%) (40.0%) (60.0%)

484 565

(46.3%) (0.3%) (46.0%) (53.7%)

合　計
666 15 651 819

(44.8%) (1.0%) (43.8%) (55.2%)
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